
 

令和６年度第１回川崎市地域自立支援協議会全体会議 
次 第  

 
日   時：令和６年 10 月 30 日（水）14 時 30 分〜16 時 30 分 
開 催 方 法：対面 
会   場：川崎市役所本庁舎 復元棟 101 会議室 

 
開会 
委員・事務局紹介 
 
 
議事 
【協議事項】 
   １ 協議会の方向性について 
  
   ２ 協議会の取組状況と地域づくり検討会議について 
 
 
 
その他 
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【配布資料】 
 
委員名簿・事務局名簿 
座席表 
 
資料１   協議会の方向性について 
資料２−１ 中原区地域自立支援協議会の取組状況 
資料２−２ 各基幹相談支援センターの取組状況 
資料２−３ 障害分野における地域づくり検討会議について 
資料２−４ 地域リハビリテーションセンター地域支援室の取組状況 
 
参考資料  川崎市地域自立支援協議会設置要綱 
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川崎市地域自立支援協議会全体会議 委員名簿 

（任期：令和５年５月１日～令和７年４月３０日 ２年間） 

 

                                    （50 音順、敬称略） 

 

 

 

 

 

 

 

 所 属 氏 名 出 欠 

1 
社会福祉法人川崎市社会福祉協議会 
川崎市あんしんセンター 成年後見支援センター  

雨宮 徹 

 

出席 

2 れいんぼう川崎在宅支援室 室長 浦 雄司 

 

出席 

3 木下・大石法律事務所   大石 剛一郎 

 

出席 

 

4 社会福祉法人アピエ 地域生活支援センターオリオン 大窪 俊雄 

 

出席 

 

5 夢見ヶ崎地域包括支援センター センター長 川田 歩 

 

出席 

6 
特定非営利活動法人川崎市障害福祉施設事業協会相談支援分科会 
（社会福祉法人ＳＫＹかわさき相談支援事業所かみひこうき管理者） 

篠原 宏江 

（副会長） 

 

出席 

7 
特定非営利活動法人川崎市障害福祉施設事業協会生活介護分科会 
（社会福祉法人ともかわさき生活介護事業所ひらま管理者） 

高嶋 直美 

 

出席 

8 川崎市育成会手をむすぶ親の会 会長 美和 とよみ 

 

出席 

9 神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部社会福祉学科 教授 
行實 志都子 

  （会長） 

 

出席 

10 
特定非営利活動法人かながわ障がいケアマネジメント従事者 
ネットワーク 理事 

吉田 展章 

 

  出席 
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【事務局】 

所属 氏名 市
地
域
自
立
支
援
協
議
会 

（
企
画
運
営
会
議
） 

 

庁
内
関
係
部
署 

川崎区役所高齢・障害課 障害者支援係 課長補佐 堀川 聡 〇 〇 
幸区役所高齢・障害課 精神保健係 課長補佐 櫻中 美和子 〇 〇 
中原区役所高齢・障害課 障害者支援係 係長 木村 誠  〇 〇 
中原区役所高齢・障害課 精神保健係 係長 羽賀 正裕 〇 〇 
高津区役所高齢・障害課 精神保健係 課長補佐 松島 敦子 〇 〇 
宮前区役所高齢・障害課 障害者支援係 課長補佐 堀 浩司 〇 〇 
宮前区役所高齢・障害課 精神保健係 係長 家髙 克行 〇 〇 
多摩区役所高齢・障害課 障害者支援係 課長補佐 戸村 美緒里 〇 〇 
麻生区役所高齢・障害課 障害者支援係 係長 河合 顕宏 〇 〇 
健康福祉局総合リハビリテーション推進センター企画・連携推進課 障害者支援 担当係長 原 和広 〇 〇 
健康福祉局総合リハビリテーション推進センター北部地域支援室相談判定 担当係長 大山 樹 〇 〇 
川崎市南部基幹相談支援センター 飯嶋 礼子 〇  
川崎市中部基幹相談支援センター 小川 尚人 〇  
川崎市北部基幹相談支援センター 平井 祐樹 〇  
健康福祉局障害保健福祉部障害計画課 課長 平井 恭順  〇 
健康福祉局障害保健福祉部障害者施設指導課 課長 山口 晴生  〇 
健康福祉局障害保健福祉部障害福祉課 課長 泉 基広  〇 
健康福祉局障害保健福祉部精神保健課 課長 大町 法久  〇 
健康福祉局障害保健福祉部障害者社会参加・就労支援課 課長 池田 幸  〇 
健康福祉局総合リハビリテーション推進センター企画・連携推進課 課長 塚田 和広  〇 
健康福祉局障害保健福祉部障害計画課計画推進担当 課長補佐 坂井 隆  〇 
健康福祉局障害保健福祉部障害計画課地域支援担当 課長補佐 後藤 将志  ○ 
健康福祉局地域包括ケア推進室 室長 菅野 智宏  ○ 
健康福祉局地域包括ケア推進室専門支援担当 担当課長 竹田 幹雄  ○ 
健康福祉局地域包括ケア推進室障害者相談支援担当 係長 新橋 さち子  〇 ○ 
健康福祉局地域包括ケア推進室障害者相談支援担当 主任 稲川 諒  〇 ○ 
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令和６年度第１回川崎市地域自立支援協議会全体会議
座席表

菅
野
室
長

竹
田
課
長

新
橋
係
長

南
部
基
幹

飯
嶋
職
員

北
部
基
幹

平
井
職
員

行實会長

大
町
課
長

山
口
課
長

泉

課
長

平
井
課
長

稲
川
主
任

（本庁舎１０１会議室）

池
田
課
長

スクリーン

坂
井

課
長
補
佐

（説明者席）

美和委員 浦委員

篠原副会長

大石委員

大窪委員

高嶋委員

中
部
基
幹

小
川
職
員

塚
田
課
長

後
藤

課
長
補
佐

出入口

原

係
長

※事務局・関係者席（座席指定なし）

雨宮委員

川田委員

大
山
係
長

木
村
係
長

羽
賀
係
長

吉田委員

傍
聴
席

※順次入れ替え

堀
川

課
長
補
佐

櫻
中

課
長
補
佐

松
島

課
長
補
佐

堀課
長
補
佐

戸
村

課
長
補
佐

河
合
係
長

事務局
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１ 協議会の方向性について
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資料１



国が示す協議会の役割・機能とは
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※厚生労働省資料抜粋
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※厚生労働省資料抜粋
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基幹相談支援センターとは
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※厚生労働省資料抜粋
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川崎市
総合リハビリテーション推進センター

地域リハビリテーションセンター
について
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地域みまもり支援センター（福祉事務所・保健所支所）

高齢者支援係 障害者支援係 精神保健係
地域支援課

地域包括支援
センター

障害者相談支援

センター（基幹
型・地域型）

居宅介護
支援事業所

地域リハビリテーションセンター
（南部・中部・北部）

指定特定相談
支援事業所

児童相談所

３次相談

専門的な
評価・調整

２次相談

専門的な
相談支援
（権利擁護・
虐待対応）

１次相談

サービスの
利用調整

高齢者支援 障害者支援 障害児支援 子ども家庭支援

総
合
研
修
セ
ン
タ
ー

総
合
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
推
進
セ
ン
タ
ー

調
査
研
究

・
連
携
調
整

・
人
材
育
成

地域療育センター

児童発達支援
放課後等デイ

保育所・幼稚園
学校 等

地域リハビリテー
ション支援拠点

子ども
発達・相談センター

川崎市が目指す重層的な相談支援体制
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調査研究機能

関連施策や先進事例の
情報を収集するととも
に、本市における支援
のあり方を検討

連携調整機能 人材育成機能

調査研究の成果を踏ま
え、市内の施設・事業
所間の連携強化に向け
た助言・支援を実施

相談支援従事者（ケア
マジャー等）や介護職
員等に対して、専門的
な研修を実施

サービスの質の向上やネットワーク化を推進

総合リハビリテーション推進センターの機能

総合リハビリテーション推進センター

地域リハビリテーションセンター

個別支援機能 機関支援機能 地域支援機能

高齢者・障害者・障害児
等に対し、専門的な相
談・評価・判定等の実施
しながら、適切なサービ
ス利用等を支援

高齢者・障害者・障害児
等が利用する施設・サー
ビス事業者等に対し、ケ
アの方法や運営ノウハウ
等について助言

個別支援や機関支援を通
して把握した課題を踏ま
え、地域情報の集約や連
携ツールの作成、人材育
成等を実施

連携しながら課題整理、
対応策の検討
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川崎市地域自立支援協議会について
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●各区と市に協議会を設置している。
●区協議会は、個別の支援から抽出された地域課題

の共有や、解決に向けた協議などを行っている。
●市協議会は、全市的に検討すべき課題について、

必要に応じて専門部会を設置するなどして検討し
ている。また、市に対してノーマライゼーション
プラン策定に向けた意見提出等を行っている。

１ 現状

●障害者への支援体制の整備に向けた取組を、引き
続き進めていく必要がある。

●地域課題の解決に向けた取組を進めていく必要が
ある。

●相談支援従事者の積極的な参画を促し、質の向上
を図る必要がある。

●相談支援体制の検証・評価を行い、必要な見直し
を図っていく必要がある。

２ 課題

相談支援体制の整備に合わせて、自立支援協議会の本来の趣旨に合わせた体制へ見直していく。
●個別の相談支援から地域課題を設定し、地域の関係機関と連携して解決を図る。
●定期的に相談支援体制（計画相談支援・地域相談支援センター・基幹相談支援センター等）の検証・評価を行

う。
●施策に反映する必要があるものについては、ノーマライゼーションプラン策定に向けた意見を取りまとめ、市

に提出する。

３ 今後の方向性

令和３年度以降の川崎市地域自立支援協議会の体制について
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令和3年度以降の川崎市地域自立支援協議会の体制

障
害
者
施
策
審
議
会

関連会議等 ノーマライゼーションプラン
策定に向けた意見

市協議会

他分野・地域と共有する課題

区企画運営会議
（年6回程度）

【目的】区協議会の円滑な運営

活動報告

区協議会
区定例会

（年1〜３回程度）
【目的】区内の関係者と地域課題を共有、
相互の連携強化

※令和3年10月〜

市企画運営会議
（年6〜12回程度）

【目的】市協議会の円滑な運営

区相談支援事業所
連絡会

（年6回程度）
【目的】区内の相談支援
事業所等の連携強化、人
材育成

区ワーキング
（必要時のみ、
原則単年度）

【目的】区レベルで対応
する地域課題の解決に向
けた協議

市部会
（随時）

【目的】市レベルで対応
する地域課題の解決に向
けた協議

市の施策に反映する
必要があるもの

市全体会議
（年2〜3回程度）

【目的】地域課題の集約・協議・取組、相
談支援体制に関する協議・検証・評価等

特定の地域課題特定の地域課題

個別の問題

市レベルで対
応するもの

報告・共有意見

個別の問題

意見 報告・共有

社会資源の開発・改善

区レベルで対
応するもの

個別の
相談支援

・
個別支援

会議
・

サービス
担当者会

議
・

サービス
調整会議

・
相談支援
調整会議

・
ＧＳＶ

など
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今後の方向性について
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相談支援における機関連携・人材育成に向けた取組について

相談支援体制の現状

○相談件数が非常に多く、余力がない
○経験の浅い職員が多く、関係機関との円滑な連携が難しい
○経験のある職員が少なく、バックアップ体制をつくれない

○協議会を通じて何をどのように解決していくのかイメージが持てていない
○個別事例から地域課題の検討に至らない
○実効性のある人材育成の取組とはなっていない
⇒ 協議会が形骸化

地域自立支援協議会の課題

○協議会における個別事例を通じた地域課題の検討を促進することに
より、障害者の地域の支援体制の整備を推進していくことが必要

○地域課題を抽出するための議論の場を再整備
（事例検討の手法の再構築、個別事例の支援内容の検証等）

※機関連携や人材育成のあり方についても、併せて再構築
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関係機関説明における主な意見・課題

地域包括ケア推進室

〇協議会 ⇒地域課題の抽出ができない（リハ・基幹が交通整理できていない）
指定特定からの地域課題が上がらない
市からのフィードバックがない（市協議会のあり方）

期間：R5.9.27からR5.11.14

会議：区課長会議・係長連絡会・相談支援調整会議、３リハ会議、基幹会議

〇委託C ⇒セルフプラン作成支援のため、再編前と業務内容は変わっていない
職員の欠員、スキル・経験不足
指定特定との伴走支援、後方支援がうまくいかない（計画相談）

総合リハビリテーション推進センター

〇３リハ ⇒業務整理ができていない、リハ職員の人材育成ができていない
区役所の会議において役割が果たせていない
地域課題を把握・整理できない、施策に繋げられない

〇人材育成 ⇒合同連絡会が研修の場になってしまっている（あり方の見直し）
（研修） 各区で行っている研修等を市で一括管理してほしい（重複している）

本市の相談支援従事者の人材育成のあり方を考えてほしい
（包括的相談支援従事者研修）
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障害保健福祉部
〇指定特定 ⇒ 受け入れ先が見つからないため市でリストを作成してほしい

区役所職員の意識を変える必要がある（計画相談は本来つけるもの）
モニタリングのタイミング等、他都市のように柔軟に対応してほしい
加算内容を見直してほしい（市単要件緩和、新たな加算の創設）
加算情報等、事業所向けの情報発信をしてほしい
セルフプラン作成支援に対する弊害が出ている

〇障害児 ⇒ 児童の相談が増えている
児童の事業所は、横のつながりがなく、情報が入らない。
児童通所支援の支給決定を見直してほしい（最初から月２３日認定可）
セルフプランありきとなっている、児から者への移行時に問題が生じている
障害児に関する検討・協議の場がない
課題を吸い上げられていない

〇サ調 ⇒ 会議が長時間になっている、書類が多い、訓練等給付の件数が非常に多い
区で判断できるものは会議にあげない等、会議運営の見直しが必要

〇区役所 ⇒ 業務のあり方の見直しが必要
業務量が多い、人手不足、人材育成ができていない
支給決定がメインとなっており、相談支援をやる余裕がない
区が関わる本庁所管課が複数あり、少しずつ業務が増やされ負担が増える
業務量の軽減について、各所管課で検討してほしい

〇社会資源 ⇒ ヘルパー（精神、家事援助）不足が深刻
他都市と比較し、報酬が安いため川崎市に参入しない（GHや移動支援）
各法人の考え方により、相談支援部門を閉めるという動きが出ている

（儲からないから指定特定はやらない）
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市協議会

市全体の相談支援体制の検証・評価等

区協議会

相談支援
調整会議

個別事例を踏まえた地域課題の抽出
【停滞→稼働】

精神障害者地域移行・地域定着支援部会

人材育成部会・相談支援部会

入所施設からの地域移行部会

事業所管課の会議体として
再編

事例の支援方法等に関する協議、
各区における地域相談支援、計画相談支援
等の質及び充実等に関する協議

GSV（グループスーパービジョン）の
手法を活用した事例検討

事例検討の手法の再構築

令和６年度以降の方向性
障害者施策審議会

精神保健福祉審議会

相談支援の質的向上・人材
育成に向けた取組状況・実
績について関係課で検証

基幹相談支援センターによ
る地域におけるOJTの下で、
事業所訪問や同行訪問・ケ
ア会議等の同席を行う取組
を強化

現行部会の
再編

新たな自立支援協議会の
検討・協議の流れ

活動報告・意見提出

地域課題の検討・協議に
向けた手法の再構築

地域課題の検討・協議【停滞→稼働】

地域課題を抽出するための
議論の場を再整備
（時間、体制、手引きの再確認）

相談支援センター・相談支援事業
所・区役所・地域リハの参画による
事例検討の実施【形骸化→活性化】

継続
相談支援機関同士

の連携を強化

手法の活用
を継承

施策に反映
検証結果の報告

個別事例の支援内容の検証
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協議会における組織役割イメージ

基幹相談支援センター
【地域におけるOJT（事業所訪問、同行訪問、ケア会議同席等）の役割】

個別の相談支援・個別支援会議、相談支援調整会議、サービス調整会議、協議会、事例検討会等
を通じて明らかになった現場の課題を吸い上げ、内容を精査し、課題を整理する。

（①個別課題、②地域・連携課題）
総合リハビリテーション推進センター/地域リハビリテーションセンター（地域支援室）

【地域の相談支援体制の課題に対応する役割・相談支援提供体制を整備する役割】
連携調整の中から把握した障害者支援の現場における課題について、現状把握や要因分析を行う。
人材育成や連携ツール作成等の取組み（②地域・連携課題） を行うとともに、本庁（健康福祉
局等）と協議・検討する。（③市の政策的課題）

区役所高齢・障害課 / 地区健康福祉ステーション高齢・障害担当
地域相談支援センター、指定特定相談支援事業所、在宅支援室

個別の相談支援・個別支援会議、相談支援調整会議、サービス調整会議、協議会、事例検討会等を通じて、
相談支援の現場における課題を明らかにする。（①個別課題、②地域・連携課題、③市の政策的課題）

本庁（健康福祉局等）
区協議会からの課題や解決案の報告・提案（③市の政策的課題）に対して、総合リハ / 地域リハと協議し
ながら、施策の見直しや創設等の政策的対応を行う。（事業所管課による制度・運用見直し等）

課題整理

協議

施策見直し
創設等

区
協
議
会

市
協
議
会

人材育成
連携の仕組みづくり
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中原区

①区協議会の現状・課題

　当区協議会では、時々にテーマを設けて企画運営会議・定例会・相談支援事業所連絡会を実施してきましたが、特に相談支援センターの再編以降、協議会に
求められている「個別の相談支援における問題から地域課題を抽出し、その解決に向けた協議を行う」ことについて、現状、具体的な取組に至っていないとい
う課題がありました。

区地域自立支援協議会報告

②区協議会の活性化に向けて

　　上記課題の解決等のため、現在、次の取組の実践を通じて、区協議会の活性化を図っています。
　
　　１　「協議会運営の手引き」の再確認を行った上で、スクリーニングシート表に基づく課題抽出までのプロセスの理解を深めるため、区相談支援調整会
　　　　　議で検討したGSV等の事例を通じて、スクリーニングシート表の作成（練習）を実践しました。

　　２　これまで実施してきた協議会での取組の中で、各相談支援事業所から挙げられることの多かった「児童から成人への移行期」や「障害福祉サービス
　　　　から介護保険等の高齢者福祉サービスへの移行期」等の移行期における支援がスムーズに進まないことへの課題について、その解決に向けた取組を
　　　　検討することを目的として、企画運営会議の中で『移行期支援班』として別途活動を進めていくことにしました。

　　（１）児童から成人への移行期支援時における地域課題解決のため、当区にある中原支援学校（定例会に当学校の職員が参加されている。）との連携を
　　　　　通じて、学校での移行期支援の円滑な実施や支援機関とのスムーズな連携を行えるようにしていくことを目的とした「学校de移行ワーキング」を
　　　　　設置しました。
　　　　→　困り感（課題）等の共有を目的とした中原支援学校教職員等との座談会を、令和６年１０月２１日（知的担当）、令和７年１月又は２月（身体
　　　　　　担当）に実施予定です。

　　（２）障害福祉サービス（成人）から介護保険等の高齢者福祉サービス（高齢者）への移行期における地域課題解決のため、障害者の支援機関と高齢者
　　　　　の支援機関（包括支援センター、ケアマネ事業所等）が、それぞれの支援方針や手法を理解し合うこと等を通じて、当該移行期の支援をスムーズ
　　　　　に行えるようにしていくことを目的とした「中原 The団塊 ワーキング」を設置しました。
　　　　→　令和６年９月に開催の中原区ケアマネ連絡会に参加し、上記主旨を説明。今後、包括支援センター連絡会にも参加し当該主旨を説明の上、障害
　　　　　　者支援、高齢者支援双方の制度をお互いに学び合う機会の設定を調整していく予定です。

　　３　これまで実施してきた協議会での取組の中で、各相談支援機関からいただいたアンケート等において、各相談支援機関から示された様々な困りごと
　　　　について、分類ごとの整理、課題抽出方法の整理等を集中的に行うことを目的として、企画運営会議の中で『課題整理班』として別途活動を進めて
　　　　いくことにしました。
　　　⇒　令和６年９月２４日に実施の定例会において、上記分類ごとに整理した課題のうち「本人・家族に関する支援方法」、「人的資源（マンパワー）
　　　　　に関する支援方針」について、グループワークを通じて共感意見や類似事例を出してもらい、個別の相談支援事例から課題の抽出を行いました。
　　　　　今後、企画運営会議の中で課題の整理を行った上で、解決方法を別途検討していきます。
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南部基幹 中部基幹 北部基幹

②地域の活性化に向けて
※専門機関としての
関わり方や役割

課題抽出から取組みまでの流れの確立：
・個別の問題→地域課題の抽出→取組手法の整理→ワーキング設置等の流れがス
ムーズに行えるよう、具体的な手法や進め方について各区企画運営会議内で再検
討、整理を行う。

・既存の会議や日ごろの支援の場面を活用し、相談支援の現場の声から個別の問
題・課題を抽出するための具体的な仕組みづくり。

上記をふまえて、区ごとの実情に合わせた協議会運営の工夫、南部エリアの地域相
談支援センターや地域リハビリテーションセンター、他分野の支援機関、行政等との
協働、地域との繋がりを意識した活動を進めていく。

・個別の問題→地域課題への普遍化
　普遍化作業の精度をあげ、地域課題を効率的に取り組むための整理

・課題に即したメンバーによる協議
　課題に関係が深い当事者、関係機関など選出し、協議・検討する場の設定

・地域課題に取り組むプロセス
　PDCAサイクルの視点で計画的に課題に取り組めるような関わり

・個別の問題・課題提言の場の確保
　サービス担当者会議、相談支援調整会議、個別相談、事例検討会等、相談
　支援のあらゆる場面で感じた個別の問題・課題について提言できる仕組みの
　具現化

以上がうまく機能するよう、日頃より様々な領域機関との連携強化、地域とのつなが
りを意識した活動を行う。

・相談支援における個別の問題から地域の課題を検討、ワーキングの活動として取り
組む流れの確立。

・ワーキングとして取り扱わなかった課題について、定例会等にて地域の関係機関と
共有できる仕組みづくり。

・地域の関係機関や当事者と協働できるような取り組みの推進。

・他機関で行っている地域づくりとの協働やその仕組みづくり。

以上の取り組みを、分野を問わず関係機関や行政等と連携し、進めていきたい。

川崎市基幹相談支援センター報告

①各エリアの現状・課題
※地域の実情をどのように捉

えているか。

【協議会の現状】
〈川崎区〉
・「市民がGHの情報を知ることができるようになるワーキング」
ご利用者が将来の住まいを選択していく場面で、選択肢の情報や体験の機会が少な
くイメージが持ちにくい。支援者も意思形成・意思決定支援を進めにくい、という問題
に対して、誰もが気軽に情報にアクセスできるような仕組みについて、情報収集や検
討を目的としてワーキングを立ち上げた。

〈幸区〉
・「ヘルパーの不足に関するワーキング」
居宅介護の利用調整の際に依頼を断られることが多くある。住み慣れた地域で暮ら
していくために、必要な時に必要な支援を受けられる環境が整わない、という問題に
対して、サービス事業所の実情を知り問題解決の糸口を探ることを目的として、ワー
キングを立ち上げた。

【課題】
・個別の問題から地域課題を抽出、整理して取組を検討するまでに時間を要している
ため、単年度で取組める課題は限られる。現状の把握、課題抽出のプロセスや整理
の方法、ワーキングの設置運営、相談支援事業所連絡会や定例会などの場の活用
等、区協議会全体の流れや進め方について、改めて見直しし整理していく。

≪区協議会現状≫
○宮前区地域自立支援協議会
［包括的相談支援ワーキング］
制度の狭間にある方や複雑化・複合化する世帯に対して、障害者の支援体制だけで
は対応が困難という課題。児童・障害・高齢分野の相談専門職がお互いの制度を理
解し、互いに顔の見える関係性を築くことで、地域住民が住み慣れた地域で生活を送
り、切れ目のない重層的な連携した支援を目指すことを目的に、地域包括支援セン
ターとの交流会を実施。地域の実情に合わせてより効果的な取組みの検討が行える
よう、地域相談支援センター担当エリアごとに、そのエリアを担当する地域包括支援
センターと地域課題等について意見・情報交換、今後の連携について協議。

○高津区地域自立支援協議会
［情報共有ワーキング～令和5年度］
相談支援にて社会資源（フォーマル・インフォーマル）の調整や活用が必要だが、必
要な時に必要な情報をリアルタイムに得ることが出来ず、結果的に当事者に不利益
が生じているという課題。個々の相談支援専門員の限界性を補完していくことを目的
に、地域の関係者ともリアルな情報を共有し、必要な情報にアクセス出来る情報管理
システムとネットワークの構築について検討。多くの事業所が登録できるようメーリン
グリストでの情報交換・共有での運用を開始。相談支援事業所連絡会や事業所訪問
等で主旨、目的の説明を行い、現在22事業所が参加している。

≪課題≫
・個別の問題→地域課題抽出という流れはできているが、ワーキングを設置して取り
組むまで時間を要している。また複数の課題を取り組む余力がない（他機関等との協
働体制が希薄）。

・個別の相談支援に関する問題を提出する場が主として区地域自立支援協議会企画
運営会議となっている。

《区協議会現状》
〇多摩区地域自立支援協議会
「家事援助ワーキング」令和5年度～
自立能力を高める支援としての家事援助を行う居宅介護事業所が少ないため、「ヘ
ルパーが障害者の特性を理解し、利用者の自立に向けた支援を展開できるようにな
る」ことを目標としてワーキングを設置。

〇麻生区地域自立支援協議会
「グループホームワーキング」令和4年度～
麻生区はグループホームの数が少なく、住み慣れた地域でのホーム利用を希望して
も他区や他市のホームを利用している利用者がいるため、ホームの体制把握、円滑
な利用につなげる活動を行うため、グループホームワーキングを設置した。

「居宅介護ワーキング」令和6年度～
居宅介護利用希望者がヘルパー不足やヘルパーが対応できないことを理由に利用
を断られることがあることから、居宅介護事業所と当事者双方に理解を深め、,自立支
援としての居宅介護利用をすすめるため、居宅介護ワーキングを立ち上げた。

《課題》
ワーキングとして取り組んでいる以外にも課題は積みあがっているが、年度内にワー
キングとして取り組めるものには限度があり、他の課題に対応できていない。
ワーキングメンバーは主に区協議会企画運営会議構成員が担っており、地域の関係
機関や当事者との連携が不十分となっている。
課題整理の手法が確立されていないため、課題検討する場が主に企画運営会議と
なっている。
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南部地域支援室 中部地域支援室 北部地域支援室

・R4年度に南部３機関連絡会を発足。南部基幹・南部在宅支援室とともに専門機関と
しての意識醸成及び協働体制構築を目的として定期的に会議を開催している。今後
は１～２次相談機関に対して、地域課題の現状把握や課題解決へ向けた具体的な
取組を行う予定。

・３次相談機関として区役所職員等が気軽に相談出来る場の確保。既存の精神カン
ファレンスや現任研修に加えて、より敷居の低い場（ランチミーティング等）の設定、
自死した方の支援者に対する分かち合いの場の設定等、様々な場面で区役所職員
や地域支援者のバックアップを行う。

・南部リハネットワークの事務局に参加し、セラピストを中心として、連絡会議の企画
や研修講師を担う等医療福祉連携に取り組んでいる

・民生委員を対象とした研修や連絡会議等を通じて専門機関の周知や障害分野の情
報提供を行い、地域との繋がりを育てる。

・川崎区機関連携会議、きいてみれ場きてみれ場等分野を超えたネットワークに、地
域支援室も参加して地域の支援力向上や連携強化に関わる。

①小～中域エリアでのネットワーク強化
川崎市の３地域はエリアの特色や支援対象層も大きく違うため、一律均等に支援を
行うことは現実的ではない、支援の質の担保（３地域の平準化）を図りつつも、各エリ
アの特色に沿った取り組みや、小～中エリアでの支援関係機関のネットワーク強化
が必要。（中部では「補装具格差ZERO　PJ」や「NIJIFIJI　PJ」「オリオン会議」など各
種連携会議があり、地域支援室も企画、参画している）。区をまたぐような中域での連
携も視野に。

②自助・互助・共助・公助の様々な形での地域づくりの意識醸成
良い取り組みであっても、行政が抱え込んだり民間の力を十分には活用できていな
い印象。実現には、現状・課題の分析とそれを中長期で展開するビジョンが必要。町
会・民児協、医療、教育、司法、など福祉分野以外の機関ともこれまで以上に連携の
幅を広げる必要がある。

③３次相談機関として、OJTを意識した地域の人材育成
窓口や事務処理に追われる区役所職員や、経験年数が浅いことも多い地域の相談
支援事業所、各施設の職員に対し、間接的な助言やSVだけに留まらず、一緒にケー
スワークすることでOJTの役割を積極的に果たす必要がある。地域支援室が地域全
体の人材育成の意識をもつことも、地域づくりにおいては必要と考える。

・当室の機能（療育手帳の判定、心理職の配置）を活かした行動障害に対する個別
支援の強化。SVや医療相談の活用を行い、地域の通所先職員に対して専門的な技
術支援を行っている。

・知的障害のある方の高齢化による機能低下について、身体介助面や知的特性に応
じた対応など多様な側面から当室の専門職（PT、OT、ST＜心理職）が支援。専門相
談や専門職施設支援について各業所を直接まわり広報をおこなっている。また、この
課題に対して、事業所向けに研修会を開催し事業所の好事例を発表、グループワー
クを通して地域の底上げやネットワーク構築、当室の広報にもつながった。

川崎市地域リハビリテーションセンター（地域支援室）報告

①各エリアの現状・課題
※地域の実情をどのように

捉えているか。

●支援対象者の傾向（個別支援）
・川崎区の依存症相談件数が多い
・世帯員全員が要支援や、家族の支援力が脆弱な世帯が多い
・転入者が多く、親族や頼れる地縁の無い単身者が多い
・外国籍の市民が多く、言葉や文化の違いによる対応が難しい

●社会資源
・入所施設やグループホーム、ショートステイが少ない。川崎駅周辺に、就労系の事
業所が集中している。
・民間の精神科病院が１ヵ所しかない。

●関係機関との連携・ネットワーク
・民生委員や福祉分野に限らない地域との繋がりは、高齢分野に比して障害分野は
薄いが、人数や障害特性等、高齢と同様に進めることはそぐわず、工夫を要す。
・開設４年目だが、南部リハセンターが地域に十分浸透していない
・医療介護福祉の相互理解、連携が不十分
・児童分野では、エリア内は、田島支援学校・南部療育センター・南部児童相談所と
それぞれ１ヵ所のみであるため、３次相談機関として引継ぎ等の連携は取りやすい。

●人材育成
・区役所障害担当職員が業務に追われ、地域づくりへ取り組み辛い。また、異動や少
人数で事業を担当するため、様々な経験や知識が伝播、蓄積されにくい。

●支援対象者の傾向（個別支援）
・手帳所持者の割合が高い印象。社会資源を効果的に活用しながらの支援が求めら
れている。
・エリアにより富裕層と貧困層が混在している。それぞれに違った課題があり、支援
の引き出しが求められる印象。

●社会資源
精神科病院・クリニックなどの医療機関や通所施設が比較的多いのに対し、グルー
プホームは少ないなど、社会資源の種類によってバラツキ・偏りがある。

●関係機関との連携・ネットワーク
・地域支援室と在宅支援室、基幹相談支援など、各専門機関の役割や住み分けが地
域に浸透していない。地域支援室については認知度もまだまだな印象。
・支援学校が多く（分教室含め）エリアに６か所。養卒生の判定や支援のため、教育
分野との連携機会多い。

●人材育成
　区役所の若い職員が多く、窓口業務に追われケースワーク実践の機会が限られて
いるため、技術、専門性が蓄積されにくい状況にある。

●支援対象者の傾向（個別支援）
通所先での行動障害に対する対応ができず通所日数が減っている。あるいは通所
先が見つからない。（マンパワーの不足）
知的障害のある方の高齢化に伴う対応（介護技術面で困る）

●社会資源
麻生区、多摩区のグループホーム数の差がある。多摩区はグループホームが多いも
のの対応が難しいケースはなかなか入れない。（行動障害や医療観察法の方など）
知的障害者入所施設が麻生区に２箇所ある。入所者が高齢化しているが介護保険
施設への移行はスムースに、いっていない。

●関係機関との連携・ネットワーク
児童は療育センター、高齢はリハ拠点など専門機関内の連携機会は多いものの、ケ
アマネージャーなど一次相談を含めた広がりは不十分で、当室の役割について知ら
れていない。

●人材育成
区役所の職員は、窓口や支給決定業務が多忙で異動期間も短く技術支援や知識の
蓄積も難しい状況。地域支援室は行政の職員の人材育成に注力する必要があるが
現状は不十分。

②地域の活性化に向けて
※専門機関としての
関わり方や役割

【３地域支援室（市内全域）での取り組み】

・ミニレク(身体障害)、医療相談(知的障害)、精神カンファを通じた区役所等関係機関への人材育成。

・専門相談、専門職施設支援を通じた、地域の支援者への人材育成、地域力の向上。

・３次相談機関としてOJTを意識したチームアプローチ(区役所のバックアップ)

・自立支援協議会、サービス調整会議、相談支援調整会議等で地域課題や資源情報の共有及び連携しながら課題解決や資源開発に取り組む。

・リハ職ネットワーク構築や補装具支援格差の啓発研修、リハ出前講座等による支援の狭間にある人へのアプローチや医療介護福祉連携の推進等

・高次脳地活、れいんぼうと連携しての高次脳機能障害者への支援（パンフレット作成等地域へ普及啓発、交流会の創設など当事者のつながりの支援）

・ウェルテックと連携し、企業と福祉現場の繋がりをつくり、製品開発や利用者と製品の繋ぎ等に取り組む。

・各種支援者向け研修を開催し、１～２次相談機関支援者に知識、技術や専門機関の活用について伝える

・横浜総合リハビリテーションセンターや神奈川リハビリテーションセンター等及び全国の更生相談所や精神保健福祉センターとの各種会議や相互交流を通じて、市外専門機関との連携や情報、知識等を市内支援者に伝え、市内の支援者の支援力向上に
繋げる

・他の３次相談機関（地域リハ拠点・療育センター・児童相談所）や特別支援学校等と密に連携し、専門機関によるシームレスな支援体制の構築

【地域の活性化に向けて専門機関としての関わり方】

◎地域支援室はじめ各地域の支援者、機関が行っている各種個別支援の取り組みを、より効果的、効率的な実行力のあるものとしていくために、協議会の場と連動させていく。

◎地域包括ケアシステムによる自助・互助・共助・公助の様々な形での地域づくりの意識醸成をけん引する役割。
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